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Promotion of utilization of wood in buildings is common in forest countries for environmental preservation on the view point of CO2 
fixiation and the revitalization of forest industry. Based on such a background, the Building Standard Law of Japan had been amended 
to promoting use of wood for buildings. To do so, it is needed to propose the specification of fire resistive and quasi-fire resistive 
construction method for high-rised building. In this study, fire tests were done to propose its draft. 
 
［研究開発の目的］ 

「改正公共建築物木材利用促進法」が令和3年10月に

施行され、脱炭素社会の実現に向けて民間建築物を含め

木材利用を促進することが検討されている。また、令和

２年 10 月、菅前内閣総理大臣が 2050 年カーボンニュー

トラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言したこと

を踏まえ、重要分野「住宅／建築物産業／次世代型太陽

光産業」において木造建築物が示され、令和３年６月に

その実行計画として、「非住宅・中高層建築物において

木造を普及させるため、建築基準の合理化及び CLT 等の

新たな部材を活用した工法等や中高層住宅等の新たな分

野における木造技術の普及」が課題であることから、建

築基準の合理化が今後の取り組みと示された。 

建築基準法の中高層木造の防火関連の条文は平成30年

に改正され、従来の耐火建築物に代わり準耐火建築物で

建築できるようになり、現在も合理化のための見直しが

行なわれているものの、中高層木造建築物を普及する上

では、建築物を構成する部材の構造方法を告示で例示す

ることが必要であることから、本研究では、1 時間を超

える高度な準耐火性能（耐火性能含む）を有する部材及

び部材取り合い部分（炎侵入防止構造）の性能に関する

技術的知見を収集することを目的とする。 

［研究開発の内容］ 
 国土交通省建築基準整備促進事業（F20・F25）の事業

主体との共同研究に基づき、1 時間を超える高度な準耐

火性能（耐火性能含む）に関する技術的知見を収集した。 

［研究開発の結果］ 
試験方法、試験体、試験結果、考察を以下に示す。 

【試験方法】：国立研究開発法人建築研究所の耐火炉を

用いて、JIS A 1304:2017 及び ISO834 シリーズを参考に

実施した。 
【試験体】：表 1 に示す試験体を用いて試験を実施し

た。耐火構造のいくつかの仕様については、耐火性能試

験の他に、終局的な性能を確認するために、同じ仕様に

ついて準耐火性能試験を実施した。 

【試験結果】：試験結果の概要を表 1 に示す。 

【考察】 

1）柱 

出隅部分の熱侵入が確認されたことから、防火被覆の

開き止めなどを設置し、熱侵入を抑制する必要がある。 

集成材（使用環境 C(API 接着剤)）を用いた 90 分間耐

火構造で、部材内部の温度が 200℃程度になると、荷重

支持能力は喪失しないものの、接着強度の低下により残

留たわみが確認された。 

強化せっこうボードを被覆とした耐火構造の柱の終局

性能は、90 分間耐火構造、120 分間耐火構造では、それ

ぞれ、耐火時間の約 2 倍、約 1.8 倍となった。火災継続

時間が長時間化し、被覆材料が熱劣化すると、準耐火性

能に対する耐火時間の比率は低下する可能性がある。 

2）床 

試験により性能が確認された留め付け条件は以下の通

りである。 

・強化せっこうボード上張りとした場合のビス留付け

ピッチは、野縁直交方向（野縁間隔）は 455mm 以

下、野縁平行方向は 303mm 以下とする。ボード脱落

を抑制する場合、野縁直交方向（野縁間隔）は

303mm 以下、野縁平行方向は 200mm 以下が推奨され

る。 

・ビスは 27mm 以上の深さで木部に留めつける。 

・下面防火被覆は炭酸カルシウム系接着剤を用いる。 

・梁側面はステープル留めとし、防火被覆の出隅部分

はステープルで開き止めをする。 

3）梁 

積載荷重において防火被覆等の自重を考慮したとして

も、木部の破壊などが生じていることから、火災後にお

いても損傷や残留変形などを許容しない場合等について
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は、許容荷重に対して十分な安全率を確保するか、自重

の影響が相対的に小さくなるように小断面や梁の内部温

度の上昇しやすい梁幅の小さい部材寸法のものは慎重な

判断が必要になる。 

放冷中に損傷した試験体では、下端のラミナのフィン

ガージョイントの界面が外れ、上部のラミナは木部が破

壊していた。フィンガージョイント部分は、木部破壊は

認められなかった。これは接着剤の高温時の性能低下や

フィンガージョイント部分の接着性能の不足などが考え

られる。フィンガージョイントの破壊は、荷重支持能力

の喪失により防耐火性能低下に著しい影響を及ぼすこと

がわかる。 
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部位 木部寸法 mm 被覆仕様 耐火性能 準耐火性能 備考
90分間○ 196.8分 集成材：使用環境A
90分間○ 178.6分

210x210 90分間○ －
120分間× 220分間 集成材：使用環境C
120分間× － 集成材：使用環境A

210x210 120分間× － 集成材：使用環境C
105x105 120分間○ 255.5分間
210x210 120分間○ －

90分間× －
集成材：使用環境A
FJ揃え：メラミン

90分間○ －
90分間○ －

105x210 120分間○ －
集成材：使用環境A
FJ不揃え：レゾ

120分間○
120分間×

－

120分間× －
150ｘ210 120分間× － 457.5分時に損傷

120分間× － 528.5分時に損傷
120分間○ －
120分間○ －
120分間○ －
120分間× － 764.5分時に損傷
120分間○ －

強化せっこうボード25mmx3 90分間○ 147分間
強化せっこうボード25mmx2
けい酸カルシウム板0.5TK 20mm

120分間○ 259分間

 *：載荷荷重に自重を考慮                      FJ：フィンガージョイント

床 105x210 集成材：使用環境A

梁 105x210 強化せっこうボード25mmx3
集成材：使用環境A
FJ不揃え：レゾ

梁

強化せっこうボード25mmx2
けい酸カルシウム板0.5TK 20mm

表1 試験体仕様及び試験結果の概要

柱
105x105

強化せっこうボード21mmx3
集成材：使用環境C

柱

105x105
強化せっこうボード25mmx3

強化せっこうボード25mmx2
けい酸カルシウム板0.5TK 20mm

集成材：使用環境A

105x420
集成材：使用環境A
FJ不揃え：メラミン

梁*
180ｘ210

210ｘ210


